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人事院総裁
原　　　恒　雄　様
要　請　文

この間の交渉で、５０歳台職員の給与見直しについては十分な交渉・協議を行うよう求めてきましたが、人事院が７月下旬になってようやく具体案を示し、しかも来年１月実施としていることは、あまりにも拙速で遺憾な見直し提案であると言わざるを得ません。
そもそも官民の役職構成、人事管理等の違いにより生じている５０歳台の給与差が埋めるべきものであることの納得できる説明がなされないまま、昇給、昇格制度を拙速に見直して、しかも国会の判断に基づく国家公務員の臨時特例給与減額期間中に５０歳台職員の給与を引き下げることは断じて認められません。
　ついては以下のとおり、要請しますので貴職として誠意を持って受け止めていただき、人事院勧告に向けて対処願います。

記
１．昇給、昇格制度の拙速な見直しは行わず、労働基本権制約の代償措置として任務をはたすこと。
２．５０歳台職員の給与の見直しについては、公務員連絡会と十分に交渉・協議を行い、合意の上で進めること。
以　上

２０１２年７月○○日

自治労○○市（町村）職員組合
執行委員長　○　○　○　○





